
不正・インシデント防止のために－短期間で実行可能な、

購買/経費支出取引の見える化と内部統制改善支援のご紹介
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在庫・その他資産横領

購買に関する不正支払

経費に関する不正支払

賄賂

違法な利益相反

情報の不正利用、不正な報告

現預金の窃盗

売上入金に関する不正

給与に関する不正支払

その他

費用・収益期間帰属操作

不適切な収益認識

負債・費用の隠蔽

不適切な資産評価等

談合・カルテル

小切手に関する不正支払

Deloitte実施「アジア進出日系企業におけるリスクマネジメントおよび不正の実態調査 2021年版」より抜粋

タイにおいては在庫、購買及び経費プロセスからのインシデント案件が6割超を占めています

国別の顕在化不正・インシデント
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事例【購買プロセス：仕入先からのキックバック、相見積りの不実施】

相見積りを取るルールにはなっているものの、稟議書に添付されている資料はエクセルで作成されており、実際には相見積りを取らずに購買担当者が適当な金額を記

載して、担当者が選定したベンダーになるように資料を整えていた。担当者はベンダーからキックバックをもらっていた。

事例【経費プロセス：経費の私的利用】

経費申請を行う際は証票を添付をするルールがあったものの証票自体が偽造されていた。証票はタイ語で書いてあるため、日本人マネジメントは理解ができず、深く確

認をすることなく（且つ少額だっため）、承認を行っていた。

事例【現預金管理プロセス：小切手サインの偽造】

小切手の払い出しはマネジメントのサインが必要だが、経理コントローラーがサインを偽造し着服していた。小切手は経理コントローラーが管理をしており、小切手帳上は

払い出し件数とも一致し、期末の預金残高とBank Statementも一致しているためマネジメントが気づけなかった。

事例【在庫プロセス：商品、製品の盗難や私的売却、棚卸差異の不一致要因の未検証】

棚卸差異の不一致が生じているが、その差異要因を未検証のまま放置されている。明確な経理ルールもなかったため差額は雑損失等で処理をし、帳簿残高を実残高

にあわせる処理が暗黙のルールとして存在していた。その後、不一致の原因は従業員が不正に持ち出して私的に売却していたことが判明。

その中でも現金が絡むプロセスからの不正・インシデントが増加傾向にあります

タイで実際に起きた不正・インシデント事例
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そもそも多忙であり、特に営業や技術がバックグラウンドだと会計制度のキャッチアップや内部統制の理解が追い付いていない。コーポレート領域への

理解不足

プロセスの可視化・見直しを行おうにも、担当者がタイ語なので日本人マネジメントにとって深度ある検討ができていない。

自社のタイ人にやらせても第三者的視点からの改善提案が出てこない。タイ語の理解不足

長年の役職者・担当者による属人化が進み、ほとんどの業務がローカル任せになっている（せざるを得ない）
長年の役職者に依存

個別個別の承認ではなくシステムを用いた俯瞰レビューも取り入れるべきだが、紙ベースの管理から脱却できず、結果としてオーバーオール的な検

討ができていない。システム統制の不足

規程やマニュアルが古い（あるいはそもそも無い）ため、いつまでたっても質がバラバラであり、内部統制に穴がある。文書化が不十分・

不正確

まずはビジネスの拡大に力点を置き、内部統制の構築を後回し。ビジネスがある程度起動に乗ってから従来の方法を変更しようにも、その分

属人化された業務も増えていくことから画一的な内部統制の構築がますます困難になっている。
内部統制の構築が

後回し

不正・インシデントの要因の多くは形だけの内部統制となっていることが原因と考えます

在タイ日系企業においてよく見られる傾向
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本サービスでは、現金が絡むプロセスにフォーカスして、インシデントを効果的・効率的に防止

する内部統制を短期間でオペレーションに落とし込むことを目的としています

内部統制構築までのロードマップ（例）

WS1: 内部統制の理解（現状把握）

▪ 関連規定及びマニュアルの閲覧を通じた

内部統制の理解

▪ コントローラー及び担当者へのインタビュー

を通じたリスクの洗い出し

WS3: 改善提案・報告会

▪ 発見事項の重要度に応じたスコアリング

及び内部統制フレームワークの観点からあ

るべき内部統制の整理

▪ 貴社の実情を鑑みた上での実務的な落と

し込みの提案

WS2: 内部統制の整備・運用状況の確認

▪ Walkthroughによる、内部統制の業務へ
の適用状況の確認

▪ 統計的サンプリング手法を用いた内部統

制の運用状況の確認

（必要に応じて）

WS5 (optional): フォローアップ

▪ 継続運用されているかの事後検証

（WS4終了後、数ヶ月後）

▪ インシデントリスクを低減した効率的な業

務オペレーションの導入サポート及び教育

1週間 1週間 2週間 1週間

WS4: 業務オペレーションへの組込み
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COSOのフレームワークに準拠した上で最適なソリューションを提供します

WS # Topics Deloitteによる実施事項（詳細） 貴社による実施事項 成果物

1

2

内部統制の理解（現状
把握）

内部統制の整備・運用
状況の確認

• マネジメント及び主要なコントローラーへのインタ

ビューを通じた企業のガバナンス構造及び統制環
境の理解

• 業務手順書やガイドライン等の関連文書のレ
ビュー

• 各プロセスで定められた手順が、実際に業務に

適用されているかについて実際の文書や証票を
用いた検証

• 発見事項の抽出と影響度の調査

• 発見事項の重要度に応じた内部統制の見直し
と文書の更新の要否の検討

• （必要に応じて）内部統制の運用状況の評価
の実施

• インタビューへの出席

• 関連する文書の提供

• その他、Deloitteのフォ
ローアップ質問に対す
るご回答

本WSでは特に想定してい
ません。ただし、発見事項

については
recommendationとともに
適時にマネジメントの皆様

とコミュニケーションを取る
こととしています。

目的 内部統制の理解及びその整備・運用状況の確認
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WS # Topics Deloitteによる実施事項（詳細） 貴社による実施事項 成果物

3

4

改善提案・報告会

業務オペレーションへの組
込み

• マネジメント及び主要なコントローラーを対象とした
最終報告会の実施

• 発見事項の重要度に応じたスコアリング及び内部

統制フレームワークの観点からあるべき内部統制の
整理

• 発見された不備に対するアクションプランの提案。

あるべき内部統制の伝達のみならず、貴社の実態

に合わせた実装可能な内部統制の構築や落とし
込み方法の提案を実施。

• インシデントリスクを低減した効率的な業務オペ
レーションの導入サポート及び教育

• 最終報告会への出席

• Deloitteからの提案事
項に対する貴社見解の
ご提示

最終報告会資料:
• Executive Summary
• Scope of work
• Findings and 

recommendations
• Management 

response detailing
• Responsibilities and 

timeframe for 
completion by Client 
responsible 
department

目的 改善提案及びオペレーションへの組込み

COSOのフレームワークに準拠した上で最適なソリューションを提供します
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Phase

Month 1 Month 2

W1 W2 W3 W4 W1 W2 W3 W4

Set up PMO

WS1：内部統制の理解（現状把握）
WS2：内部統制の整備・運用状況の確認

WS3：改善提案・報告会

WS4：業務オペレーションへの組込み

Status Update

1～2ヶ月の短期間プロジェクトとし、期末決算を迎えるにあたっての最終チェックを行います

プロジェクトスケジュール（例）

*WS5：フォローアップについてはWS4の終了後、数ヶ月後に実施することとしています（ただし、optional）
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Root Cause分析や重要度を踏まえた上で、優先的に取り組む課題を明確にします

成果物のイメージ

Root Cause

発見事項に対する重要度の明示

発見事項の詳細及びRecommendation

オペレーションへの組込み
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貴社スタッフに対するサポート

現地でのプロジェクト推進にあたって

は、現場をより深く理解するためにも

タイ語で行うことが何よりも重要です。

Deloitteタイではタイ公認会計士の

資格を持つメンバーが直接現地ス

タッフとタイ語で直接やり取りし、微

妙なニュアンスを理解しアドバイスを

行うことで、より効果的に貴社の業

務効率化を達成します。

マネジメントの皆様に対するサポート

Deloitteタイは日系企業サービスグ

ループという組織を有しており、17名

の日本人専門家で構成されていま

す。海外で困難となる現地とのコミュ

ニケーションや文化の違いも適切に

コーディネーションした上で貴社のプロ

ジェクト推進をサポートします。

日系企業へのサービス提供実績

Deloitteタイのクライアント1,200社

のうち、日系企業はその半分以上を

占めています。Deloitteは日系企業

に対する多くのサービス提供実績が

あり、貴社への報告にあたっては日

系企業としての実務的な落としどこ

ろや横目線を取り入れながら有用な

情報提供が可能です。

短期間での成果を出すために日系企業の皆様に対するサポート体制も整えています

Deloitteの強み
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